
 豊川市における 
 

 地域包括ケアモデル事業（２年目）の取組 

（地区医師会モデル） 



平成２７年度の新たな取組状況 

（１）予防の取組状況 

事業名 ちから塾フォローアップ教室（介護予防教室） 脳ちから塾（認知症予防教室）

期間 ①     10/27　～　　1/19　　（全　10　回） ①　 5/13　～　10/7　　（全　20　回）

（回数） ②     12/16　～　　2/24　　（全　 8　回） ②  10/21　～　3/16　　（全　20　回）

内容

従来から行っている介護予防教室後に、運動の継続を取り
入れたフォロー教室を開催し、高齢者の意欲の向上と運動
の継続や習慣化、自主サロン化等に繋がるよう取組む。
毎回、座談と体操の要素を取り入れた教室。

平成２４年度から開始した認知症予防教室（くもん式学習
療法）に、介護予防ﾘｰﾀﾞｰを導入し、体を動かす運動時間
を取り入れ、予防の効果をさらに高めるための内容充実を
提案。

①   実：　16人、　延：　123人 ①実：　16人、　延：　290人

②   実：　30人、　延：　196人 ②実：　12人、　延：　183人（２月末現在）

介護予防ﾘｰﾀﾞｰの介入により、身体を心地よく動かしなが
ら、参加者同士の交流が図れたと感じている。
個人の評価や教室の企画・実施評価については、アンケー
トとMMSE検査で行っているが、有意な改善は見られず、
現状維持(悪化予防)。

地域の特性に応じた支援が必要になることから、地域特性
（地域課題）を把握、整理する。
自主活動化に向けた支援として、地域の核となる民生委員
や生涯学習推進委員、コミュニティーソーシャルワーカー
と連絡を取り合ってく。

実績

成果

アンケートからは、教室満足度は高く（全員 満足度80％
以上）、交流や体操の内容も良いと答えている。介護予防
ﾘｰﾀﾞｰの関わりで日常生活の中で「動く」ことを意識でき
るようになった。
出かけることの大切さ、体を動かすことの心地よさを体感
し、人や地域とのつながりの大切さを感じられた様子。

課題

認知症予防には有酸素運動を取り入れた方がよいが、運動
以外の内容が盛りだくさんで十分な時間が取れず、短時間
では効果が低い。
学習サポーター（教室運営ボランティア）の高齢化で参加
者との逆転現象が見られるようになり、次年度 学習サポー
ターを募集（養成講座を開催）。



平成２７年度の新たな取組状況 

（１）予防の取組状況 

事業名 マシンなし運動器機能向上教室（委託事業） マシンあり運動器機能向上教室（委託事業）

期間 ①   　9/15　　～　　3/29　　（全　18回） ①       9/14　　～　　3/28　　（全　18回）

（回数） ②   　9/16　　～　　3/16　　（全　18回） ②   　9/16　　～　　3/16　　（全　18回）

③   　9/17　　～　　3/10　　（全　18回）

④   　9/18　　～　　2/26　　（全　18回）

マシンを使って運動器の機能が向上するように個別指導を
主体に実施。

昨年の1箇所から2箇所、回数を１５回から１８回に拡充。

①   実：19人、延：228人　（1月末） ①   実：8人、　延：99人　（1月末）

②   実：15人、延：185人　（1月末） ②   実：11人、 延：157人　（1月末）

③   実：14人、延：160人　（1月末）

④   実：14人、延：182人　（1月末）

他教室では男性参加者の割合が１～３割のところ、マシン
ありの運動教室は男性が半数見られた。また、新規の対象
者発掘の割合が他の教室に比べて高かった。

教室開催中は運動を習慣的にできるが、教室終了後に向け
た関わりが少なかったと思われる。

課題
地域づくりという点で、参加者が歩いて参加できる距離で
教室開催できるよう、来年度はさらに会場を４箇所から8
箇所に拡大。

集団指導の教室であるため基礎のできている方も基礎ト
レーニングからとなり、個別対応について要検討。

内容
リズム体操やストレッチ、レクリエーション等を用いて、
運動器の機能が向上するように集団指導を主体に実施。昨
年の２箇所から４箇所、回数を１５回から１８回に拡充。

実績

成果

委託先にもよるが、教室終了後も運動が習慣化されるよう
な働きかけが教室開催中にできたように思われる。また、
座談の時間があり、参加者同士の交流、人とのつながりや
社会とのつながりの大切さが参加者に実感として感じられ
たように思える。



平成２７年度の新たな取組状況 

（１）予防の取組状況 

事業名 回想法

期間
（回数）

12/1～1/26　（全　8　回）

内容
認知症予防に関する知識啓発のため、懐かしい話を参加者
間共有することで、心が癒される体験をする。

実績 実：15人、　延：92人

成果

参加者の８割が他の介護予防教室参加者であるが、新規参
加者との交流により「つながり」の心地よさを新規参加者
が体感され、教室終了後も交流がみられ次につながってい
く様子が伺えた。職員が出会える方は限られるが、教室参
加経験者が知り合いに声をかける、伝えるなどで介護予防
の啓発に広がりができると感じた。

課題
新規参加者の拡大、自分の足で出かけられる場という面
で、地域開催２箇所を予定。

○類似関連事業の整理と連携協働 
 地域の実情や関係機関の機能をよく知り、お互いが実施す
る事業の目標、到達点などの内容を整理し、協働できる部分
を活かし、役割分担をしながら、より効果が得られる事業の組
み立てができるよう、相互連携が望まれる。 

○人材の活用と育成 
 介護予防リーダーの資質や力量には
格差があり、頼める人が限られ、依頼調
整や確保が難しい。それらを改善するた
めの人材育成を目的とした場の提供（難
しい実践は求めず）をするが、知識の少
なさや人前での実践の無さなどから腰が
引けている人たちが多い。 

 地域包括ケアシステムの観点からボラ
ンティアの育成・活用及び高齢者の活躍
の場、高齢者同士の互助等を構築する
には、いくつかのハードルがある。 

 今後もリーダーとの連携と場の提供は
図っていきたいが、県の養成プログラム
も実践的な内容を多く取り入れ、養成後
も定期的な学習会を開催するなど、より
実効性の高い人材育成に繋がるカリキュ
ラムを継続して企画、実施して欲しい。 



平成２７年度の新たな取組状況 

【個人宅傾聴ボランティア訪問事業】 

昨年度に、地域ケア会議から挙がった地域課題への対応のひとつとして、個人宅へ傾聴をしてくれる
サービスについて地域包括ケア推進協議会の関係機関連絡会議で検討。その結果、従来から施設に訪
問している傾聴ボランティアグループ「えんがわの会」に対し、活動範囲を広げられないかを打診し、
社会福祉協議会、高齢者相談センター、市が加わった4者で会合を重ね、先進事例視察の実施、要綱･
手順作成などを支援のうえ、施策化が実現する。 

開始時期：平成2７年８月 

対 象 者：概ね６５歳以上で会話のできる人。 

利用申込：高齢者相談センター、市担当窓口 

訪問間隔：１人１回/月程度 

（２）生活支援の取組状況及び検討状況① 

《実績》H28.2月末時点 
 申込者数：６人 
 利用者数：４人 

《課題》 
 ボランティアの供給量（ボランティア自身の高  
齢化）と存続。ボランティアの相談先として継続
フォローできる機関があること。 

【３折チラシ】 → 
表面は事業の概要    
裏面は申込書様式 



平成２７年度の新たな取組状況 

○生活支援コーディネーターの配置 
 生活支援に関する地域のニーズと地域資源の状況の見える化など、多様な地域資源を活用しながら
生活支援・介護予防にかかるサービスの基盤整備を行うもの。 
 
 委託先：シルバー人材センター 
 業務内容：地域のニーズと資源状況の見える化、地縁組織等多様な主体への協力依頼 
      関係者のネットワーク化、目指す地域の姿や方針の共有及び意識の統一 
      生活支援の担い手の養成やサービスの開発、ニーズとサービスのマッチング 
 
《地域資源調査実績》 
 ・社会福祉協議会に対してサービス情報の提供照会：４０４件 
 ・介護保険関係事業者連絡協議会会員に対して生活支援サービス情報の提供照会：３４件 
 ・地域福祉会によるサロン活動への訪問調査：１５６件 
 ・老人クラブによるサロン活動等への訪問調査…３１件 
 ・ボランティア団体による生活支援活動等への訪問調査…２４件 

（２）生活支援の取組状況及び検討状況② 

【生活支援コーディネーター事業】 



平成２７年度の新たな取組状況 

【いきいき元気メール事業】 

開 始 日 ：平成2７年７月１日(水) 

配信内容：高齢者向けに、Ｅメールを利用して「講座・講演会の案 

     内」、「介護予防のポイント」、「関係機関のイベント」、 

     「詐欺の注意喚起」など、幅広い内容の情報を提供する。 

配信間隔：1週間に１～２回程度 

登録方法：専用のＱＲコードやHPにアクセスして登録手続 

メールをきっかけ
に新しい情報・発
見があるかも 

（２）生活支援の取組状況及び検討状況③ 

《成果》 H28.2月末時点 
 登録者数：５４０人 配信回数：９９回 
 他部署・他機関からも配信の影響で事業の参加人数が増加したと報
告を受けている。 

《課題》 
 登録者数の増加。ターゲットの高齢者の携帯電話等の所持率、Ｅ
メールの利用率、ＰＣメールのフィルター設定率など、機器操作能力
等に左右される。継続して担当者が高齢者の集まる場に出向き、ＰＲ
とともにその場で登録操作のサポートする。 

【チラシの表面】→ 
事業概要 



平成２７年度の新たな取組状況 

【介護・生活支援サポーター養成事業】 
地域包括ケア推進協議会の専門事項検討会議にて、 

「介護・生活支援サポーター養成講座プログラム」の案を提案し、医療・
介護関係者の講師協力を得ながら実施。 

 開始時期：１/19～2/23の全5回（１回３時間） 

 講座内容：市の現状、医療と介護の連携、高齢者の生活とサービス、 

      認知症の理解、介護予防、介護の演習、ボランティアなど 

  

（２）生活支援の取組状況及び検討状況④ 

【養成講座案内チラシ】→ 

【課題】 
・介護・生活支援サービスの実践に繋がるように、修了者に対して継続的
な支援を検討し、実施する必要がある。 

【成果】 
 実績：実２０、延96人 
・介護施設での演習や介護予防の運動などは帰ってからすぐに実践できる
もので、参考になった。受講者は意識が高く、質問やグループワークでの
意見交換も活発であった。 



平成２７年度の新たな取組状況 

【高齢者見守り事業】 
地域包括ケア推進協議会の関係機関連絡会議にて、 

「高齢者見守りガイドブック」の作成を提案し、本年度内容を検討し、 

原案を作成。来年度は印刷を行い、関係団体へ周知予定。 

 

 作成部数：１，０００部（Ａ３中折カラー両面刷４０ページ） 

 掲載内容：ねらい（趣旨・活用メリット）、関係機関の期待・役割、 

      見守りの手順や判断基準、個人情報の取扱いなど。 

 活用方法：市が作成したガイドブックをベースに各機関でアレンジ。 

      それぞれの機関に見合った見守り体制を強化する。 

      社会福祉協議会にあっては地域における見守り活動を推 

      進する各団体と協働し、地域が主体となって取組めるよ 

      う支援する。 

（２）生活支援の取組状況及び検討状況⑤ 

【ガイドブックの構想例】→ 



平成２７年度の新たな取組状況 

【高齢者交通料金補助事業】  
開始日：平成2７年６月１日(月) 

対象者：市内在住の７０歳以上で市民税非課税世帯の方 

交付金額：１，０００円分（１００円券１１枚つづり） 

     ※各年度、お一人につき１回の交付。 

利用方法：豊鉄バス・豊川市コミュニティーバス限定利用 

（２）生活支援の取組状況及び検討状況⑥ 

《成果》H28.2月末時点 
 交付者数：４１３人 
 入浴施設を利用する特定の高齢者には直通便があるので一定の需要も
あるが、バスの運行便が満足いくものではないので…という声もある。
またバスではない他手段の助成も検討して欲しいとも。 

《課題》 
 高齢者の外出支援と市の公共バスの利用促進を狙っているが、高齢者
にとっては運行時間や路線が難しいなど利用につながらない点もある。 

【チラシの表面】→ 
事業概要 



平成２７年度の新たな取組状況 

【住まい対策の検討】  

地域包括ケア推進協議会の専門事項検討会議にて、 

「すまいの手引き」の作成を提案し、現在内容を検討し、原案を作成中。 

本年度中に最終原稿案を取りまとめ、次年度印刷予定。 

 

作成枚数：４，０００部（Ａ３中折カラー両面刷４０ページ） 

掲載内容：すまいと住まい方、 

     住み続けるためのサービス、 

     住み替えるための施設等の説明など。 

活用方法：できる限り住み慣れた地域や家庭で 

     自分らしい暮らしが続けることがで 

     きるよう、高齢期における「すまい」 

     の選択肢等を市民に対して啓発する。 

（３）住まいの取組状況及び検討状況 

【手引きのイメージ】→ 

【手引きの記載例】→ 
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【電子＠連絡帳地区別デモ操作研修会】 

 電子＠連絡帳の登録事業者を増やすことを目的に、システム概要説明会を昨年度から今年度に
亘り、開催してきたが、登録事業者は増加しているものの、本来の目的である患者登録が思うように
増加せず、ICTの利活用が思うよう進んでいない課題を感じている。そこで当初は計画してなかった

が、実際の端末への入力等を行うことにより、電子＠連絡帳の利活用イメージを多職種間で共有す
るとともに、基本操作を習熟し、システムの実利用を促進することを目的に、デモ操作研修会を日常
生活圏域単位で開催しました。 
（操作端末に限りがあるため受講人数を各回とも１２名程度に限定としているもの） 

 

《成果》 

 右記の表のとおり4回開催、延50人。 

 実際に患者を登録することで、利活用の手法やシステムの 

利便性等の理解が急速に進み、患者登録数が研修前と比べ、 

半年で急増し、普及に大きな効果をもたらしたと感じる。 

《今後》 

 より利活用が進むよう、職種を絞って職種に併せた研修内容の検討、職種向けの出前講座、出張サポートなど 

フォローアップしていく必要がある。 

 

 

（４）医療と介護の連携における新たな取組状況①－１ 

圏域 開催日 開催場所 受講者数 

南部 ９月２７日（日） 勤労福祉会館 １２名 

北部 １０月２５日（日） 豊川市役所 １２名 

東部 １１月２９日（日） 豊川市役所 １３名 

西部 １２月２０日（日） 勤労福祉会館 １３名 

 
電子連絡帳の活用状況 ９月 １２月 ３月

患者登録数 72人 110人 285人

研修前との比較（増加率） 1.5倍 3.9倍



平成２７年度の新たな取組状況 

リーフレット 
 

「在宅医療・介護の連携で拡がる安心～東三河ほいっぷネットワーク（電子＠連絡帳）のご紹介～」  

（４）医療と介護の連携における新たな取組状況①－２ 

電子＠連絡帳の有用性等について、広く市民に周知することを目的
に啓発パンフレットを作成しました。また、医師・ケアマネジャー
を始めとした関係多職種が患者の利用同意を得る際の説明資料とし
て活用し、システムの普及啓発につなげるもの。 
 
《実績》 
 作成部数：37,000部 
 医療・介護関係機関等の窓口設置のほか、 
町内会組回覧を実施。 
 東三河電子連絡協議会においても分かりや 
すく、患者説明にも使えると高評いただき、 
当市患者登録者数増加の1つの要因となった。 
《今後》 
 医療・介護関係者へ働きかけ、患者登録促 
進の一助となるよう、引き続き活用周知する。 

仕様：A３中折カラー両面刷 

掲載内容：システムの概要、 

     利用方法、 

     セキュリティ、 

     かかりつけ医等の勧奨 



平成２７年度の新たな取組状況 

【介護施設共通健康診断書】  

（４）医療と介護の連携における新たな取組状況② 

 患者（サービス利用者）の経済的負担や医師の負担を軽減する
ため、在宅医療・介護連携検討部会において平成26年度から議論
されていた施設入所時等に必要となる診断書様式について、医師
会と介護保険関係事業者連絡協議会が協議のうえ、「介護施設共
通健康診断書」を作成し、情報共有するもの。 

 

《成果》 

 医師会及び介護保険関係事業者連絡協議会の協力により、共通書式
（コピー使用可）として整備し、電子＠連絡帳を活用して情報共有でき
たこと 

《今後》 

 実際の利用等について情報収集を行うとともに、引き続き、書式につ
いての普及啓発を行っていくことが必要。なお、現在、電子＠連絡帳の
標準書式として搭載できるよう準備を進めているところであり、早期に
電子＠連絡帳への書式搭載を完了し、情報共有していく必要がある。 

介護施設共通健康診断書 （豊川市医師会） （個人情報取扱注意）

　　 ふりがな

①氏　名 ② ③ 　 年 月 日生 歳

電話( ) -

1 　発症日 年 月 日 安定 不安定

2 　発症日 年 月 日 安定 不安定

3 　発症日 年 月 日 安定 不安定

4 　発症日 年 月 日 安定 不安定

5 　発症日 年 月 日 安定 不安定

⑥主な既往歴

 胸部Ｘ線検査

 コメント

異常なし

 （ 年 月 日実施）

血圧 mmHg 脈拍 分 整 不整 実施不能

⑨実施中の処置 留置カテーテル 褥瘡処置 経管栄養 中心静脈栄養 人工肛門 吸引 透析

なし インシュリン注射 酸素療法 気管切開 胃瘻 その他（ ）

特記事項：

（感染症等）

障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）：  自立 Ｊ1 Ｊ2 Ａ1 Ａ2 Ｂ1 Ｂ2 Ｃ1 Ｃ2

認知症高齢者の日常生活自立度： 　　自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ｍ 問題行動：

上記の通り診断する。 平成 年 　月 日

　　　下記条件に従い複写することに同意する。 この診断書を複写することに同意しない。

（いずれかにチェックを入れてください。病状が不安定または複写が不適切な場合には“同意しない”にチェックしてください）

 医療機関名 医師名 印

 所在地 ) - ) -

記載上のお願い： １. 介護サービス利用、施設入所の際、この診断書の内容だけでは不十分な場合があるので、必要に応じて血液検査や画像診断の結果等を

添付してください。 ２. この診断書の使用期限は診断日から１年間です。（記載日の患者の状態を１年間保証するのではありません。）

◎複写の条件：  １. 使用期限（上記診断日から１年以内）内に限る。  ２. 複写が出来る者は、本人及び本人から文書で委託を受けた介護支援専門員のみです。

 ３. 上記「複写することに同意する」欄に記載医師がチェックしていること。

複写実施者名 印  実施日 年　　　　　月　　　　　日

診断書記載医師同意確認日 年　　　　　月　　　　　日

注意点 ①この診断書を複写する場合は、必ずその都度診断書記載医師に連絡し、同意を得て下さい。②上記同意欄にチェックが無い場合はもちろん、複写にあたっ

て連絡した際に診断書記載医師が複写に同意しない場合は、絶対に複写しないで下さい。③複写は必ず原本から行い、複写したもの各々に日付と実施者の氏名を記

入し、捺印をして下さい。

電話 ( ＦＡＸ (

あり

⑧使用中の薬剤
 * 用法、用量を記入し

　　て下さい

生年月日性別

④住　所

⑤現在の病名
＊介護サービス提供上

　重要なものから順に

　記入して下さい。

⑦病状及び経過

／



平成２７年度の新たな取組状況 

【医療機関情報連携シート集】  

（４）医療と介護の連携における新たな取組状況③ 

 在宅医療サポートセンターと協働し、医師会が実施した在宅医
療に関するアンケート（平成27年9月）の結果をもとに、医療・
介護従事者の連携を推進するための情報（医療機関の基本情報や
調整方法、担当者、相談タイムなど）をまとめた「医療機関連携
情報シート集」を作成し、医療介護関係多職種間で情報共有する
もの。 

 

《成果》 

 医師への連絡手法や時間帯等が明確になったことで、多職種から各医
療機関への情報連携がしやすくなるものと考えている。  

《今後》 

 情報連携シートを活用してより多職種間での情報共有が促進するよう、
今後は多職種連携のルール等について、多職種連携マニュアル（仮称）
を作成する方針。当該マニュアルには、本シート集の内容についても、
時点修正等を行ったうえで再掲載する予定。 



平成２７年度の新たな取組状況 
（４）医療と介護の連携における新たな取組状況④ 

主に医療と介護の連携を強化させることを目的に、三師会や介護保険関係事業者連絡協議会
及び関係機関等の団体が協働して行う研修事業について、豊川市在宅医療・介護連携協議会
に対して事業提案のあったものの中から、予算の範囲内で共催事業として採択することによ
り、研修事業の具現化を目指すもの 

 

《成果》 

 右記の表のとおり2回開催、延136人 

 実施団体が主体性を持って取り組むことにより、 

そこで得た経験や反省が研修事業実施への自信となり、 

次の発展を生む好循環を生んでいる。 

《今後》 

 待つだけでなく、進展させたい事柄に対し、各関係 

団体に働きかけ、さらなる活性化を目指すことが最も 

有効であり、投げかけ続ける必要がある。 

①研 修 名 在宅歯科医療における歯科医師会と介護保険関係事業者連絡協

議会（居宅介護・介護予防支援部会）との合同研修会 

開 催 日 平成27年10月22日（木） 

開催場所 豊川市民プラザ 

内   容 歯科医師及び歯科衛生士による講演及びグループワーク 

参加者数 ９９名 

②研 修 名 レクリエーション研修会 理念と実技・応用 

（施設部会と通所介護・リハ部会との合同研修会） 

開 催 日 平成28年2月17日（水） 

開催場所 小坂井生涯学習会館 集会室 

内   容 レクの理念の把握と応用力を身につける 

 参加者数 ３７名 

 

【提案募集型研修】  



平成２７年度の新たな取組状況 

【認知症関係施策】 

①認知症地域支援推進員の配置。 
 

 東部および西部高齢者相談センターに各1人配置。認知症を中心
に連携支援・相談業務を担うほか、希望に応じて市内小中学校で
行う福祉実践教室において認知症サポーター養成講座を開催、認
知症の方やその家族の交流を促進する取組みを実施。 

• 今年度は５つの小学校において認知症サポーター養成講座を開
催し、若年層に対して認知症への理解を深められた。 

 

②認知症講演会（協働事業の開催） 
 

 商工会議所医療関連部会と認知症疾患医療センターと共催で、 

 市民に対して認知症の理解を深める。 

 日時：10/22（木）18：00～ 定員２００人 

 講師：医）松崎病院 理事長 松崎吉紀 氏 

（５）認知症への新たな取組状況① 



平成２７年度の新たな取組状況 

③認知症の方とその家族・介護者支援事業 
 

地域包括ケア推進協議会の専門事項検討会議にて、 

「認知症の方とその家族・介護者支援ガイドブック」及び
チラシの内容を協議し、作成、市民相談窓口や関係機関に
配付するとともに家族介護教室や認知症サポーター養成講
座等で利用する。 

（５）認知症への新たな取組状況② 

《課題》 
 常に情報が変化するので、正確な情報をお
伝えするには、今後改訂版を出す必要がある
と思われる。 

【チラシの記載例】→ 

【ガイドブックの記載例】 
↓ サービス早わかり表 

作成部数：各４，０００部 
掲載内容：認知症の説明、認知症チェック、 
    サービス早わかり表（ケアパス）、 
    各種サービスの説明、認知症の方へ 
    の対応など。 



普及啓発 
【地域包括ケアフォーラムin豊川】 

在宅医療・介護の連携を柱に、地域包括ケアシステムについて
の理解を深めることを目的に、市民向けのフォーラムを開催。 

日 時：平成27年11月15日（日）14：30～ 

会 場：豊川市文化会館中ホール 

参加者：321人 

内 容：①演劇「自分らしく生きる」 

     ※市内の多職種による在宅医療・介護の現場を演劇という手法で説明。 

    ②有識者意見交換「地域包括ケアって何？教えて！先生！」 

     コーディネーター：山本なおみ 

     有識者：三浦久幸（国立長寿医療研究センター） 

         大石明宣（豊川市医師会長） 

《成果》 

 参加者アンケート結果から「演劇という手法による在宅医療・介護
の現場の紹介」や「コーディネーターによる市民目線での有識者に対
する意見交換」などについて「理解しやすかった」と評価されている。
演劇を用いて行うと段取りや準備はかなりの労力を要すが、やはり見
せ方や伝え方が大事ですので、労力のかかった分、受講者にも伝わり、
非常に効果的な手法であったと思います。 

↑【市民向けフォーラムの周知】 



【市民向けフォーラムの動画添付】 



普及啓発 
【啓発ポスターの作成・配付】 

仕様：A1カラー片面刷 

作成枚数：６種類各１枚（パネル付） 

掲載内容：介護予防・認知症・見守り他3種 

利用方法：通常は、窓口にて掲示。 
     出前講座など各種イベント時に 
     持参し、掲示。 

↓【見守りメールの周知など】 ↓【認知症カフェ・デイの周知など】 

↑【介護予防の周知など】 



普及啓発 
【啓発新聞の作成・配付】 

仕様：Ａ２中折白黒両面刷4ページ 

作成部数：4,000部 

掲載内容：介護保険料・介護予防・健診事業 
利用方法：窓口、各種イベントにて配付。 

↑ 
【啓発新聞の1面・4面】 

←【啓発新聞の2.3面】 



普及啓発 
【地域包括ケア推進パンフレット 

センターだよりの作成・配付】 

センターだより仕様：Ａ３中折白黒両面刷４ページ 

配布先：関係機関、民生委員、老人クラブなど 

【啓発新聞の３面】 
活動・実績内容掲載 

↓ 

↑【啓発新聞の１面】 
窓口機能解説 

←【パンフレット３・4面】 
地域包括ケアの説明 

パンフレット仕様：Ａ３中折カラー両面刷１２ページ 

作成部数：７，０００部 

配布先：市民フォーラム、窓口、見守り市民団体、 

    出前講座など 



その他、 
平成２７年度の取組状況 

【とよかわ健幸マイレージ事業】 
【事業実績】H28.2月末現在 

対象者：18歳以上の市内在住の方 

達成者：158人（70歳以上20人） 

達成者の取組理由：一番多かったのが、 

毎年健診を受けているから。その他、健康のた
め、知人の勧め、面白そう。 

チラシ仕様：Ａ３中折
カラー両面刷4ページ 
内容：事業説明、記録
表、アンケート 

【課題】 
・参加者数を伸ばすことが難しい。特に健診
受診率を上げることに結びつかない。 
・ポイント還元協力店の拡大、地域全体での
関係づくり、取組みにつながらない。 

【成果】 
・従来関わりの少ない若い世代が「面白そう」
と参加のきっかけになった。 
・この事業を切り口に働く世代を対象に企業で
の健康づくり教育につながった。 

←【リーフレットの３面】 
 記録表 

↑【リーフレットの２面】 
ポイントのため方 

【リーフレットの１面】→ 
事業概要 



取組状況に関する関係機関の感想 
（地区医師会モデル） 

【医師会】 

• モデル事業の着手時より、医師会と市の連携体制は整っていたが、市が平成26年度
に東京大学高齢社会総合研究機構の辻哲夫特任教授を迎え、「超高齢社会～地域を支
える必要不可欠な視点とは～」と題し、市長・副市長・市議会議員・市職員100名以
上が受講する講演会を実施するなど、市を挙げて地域包括ケアに取組む姿勢を受け、
医師会としても更に士気が高まっている。 

 

• 平成27年度からは、医師会の在宅医療サポートセンターを、市の機関である在宅医
療連携推進センターや地域包括支援センター（統括）と同一施設内に設置できたこと
により、非常に強固な事業推進体制が整い、次々と新たな取り組みを実現している。 

 

• また、事業の推進を通じて、豊川市民病院看護局と市内の医療機関看護師及び訪問看
護師との連携も急速に密になり、在宅医療を支える体制構築が進展したと感じている。 



今後に向けての対応、取組 

【住まい対策】 

・3年目の取り組み課題は「住まい」に重点を置かれているが、ニーズと需要に応じた住まいと
住まい方を決めるのは、医師やケアマネジャーでも市町村でもない。住民自身であり、住まい
や住まい方の土台が決らなければ、そこに合った福祉生活サービスを取り入れることができな
い。それらを踏まえ住民の住まいに関するニーズ調査を行い、住民の要望をしっかり理解した
うえで関係機関と今後の検討を進めていく。 

 
【終末期を考える】 

・行政は予防、改善に着目する傾向にあるが、超高齢社会では、どこでどう亡くなりたいかと
いう本人や家族の希望や覚悟があり、その人に合った最期の迎え方の選択ができるのか、その
ためのサービスを用意できるか、という視点も持って本人のライフスタイルに合わせた生活が
送れるよう支援することも、これからの多死世界では求められるのではないかと考え、良いこ
とも悪いことも想定して行政は進めていかなければならない。人生の終わりを考える機会、最
後の準備のための知識啓発の講演会や講座にも着手する。 



これからシステム構築に取り組む 
市町村に対する提言 

                           

【地域包括ケアシステムの要は在宅医療・介護の連携】 
 

 医療、介護、福祉、行政の連携については、「医師とケアマネジャーが連携する地
域はうまくいっている」といっても過言ではないと思います。「医療なき介護はなく、
介護なき医療もない。豊かな老後のためには、少しのお金と３種の神器（信頼できる
医師・信頼できるケアマネジャー・頼りになる地域包括支援センター）である」と唱
える方もいます。 

 また、多職種連携にあたってぶつかる壁のひとつに『我々も経営を考えないといけ
ない。』という事業者の発言があります。その通りだと思いますが、多職種連携を進
めるうえでの共通理解として、『主体的にまちを良くする』という方向性を共有する
ことが重要です。豊川市においても、まだまだこれからでが、市町村がいかにマネジ
メントできるかが今後を左右すると思いますので、この点に留意しながら事業を進め
たいと考えています。 



これからシステム構築に取り組む 
市町村に対する提言 

                           

【統括、専門に行う部署】 
 

 「地域包括ケアシステム」と一言に言いますが、医療・介護・予防・
生活支援・住まいと分野は広範囲にわたっています。関係する機関・団
体も多岐にわたり、行政内でも複数の部や課にまたがって関係してきま
す。市の意向を統一していかないと、関係する周りの機関も困惑します。
また、今は高齢者を中心に考えていますが、今後は高齢者のみならず、
小児・障害と対象が広がることも想定されるため、更に調整が難航して
いきます。市がどの方向に向いていくのか、市全体を統括して考えるこ
とが重要と思います。できれば、市の施策、職員の意識を統一した方向
に導く船頭的な役割を担う専門部署を設けることが政策実現の近道であ
ると考えます。 



○問い合わせ先 
豊川市健康福祉部介護高齢課 在宅医療連携推進係 

 （豊川市在宅医療連携推進センター） 
 

  ・担当者名：(主幹)清水・(課長補佐)手塚・(係長)松井・(主任)松山 

  ・住  所：豊川市山道町2丁目４９ 

  ・電 話：0533-89-3179（ザイタク）・ＦＡＸ：0533-89-8812 

  ・メール：zaitaku@city.toyokawa.lg.jp 

   活動実績はホームページでも公開中！ 

   「在宅医療 豊川市」で検索！  

 

ご清聴、 
ありがとうございました。 


